
1・7 総合物流施策大綱 

 

1・7・1 総合物流施策大綱（2026年度～2030年度） 

 

わが国政府は、日本の物流コスト削減や効率性・利便性等の向上を目指し、1997 

年以降、5か年の「総合物流施策大綱」を取り纏めている。 

 次期総合物流施策大綱（2026年度～2030年度）策定に向けては、2025年3月に開催

された「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」において、石破総理（当時）か

ら策定に向けた検討を早急に開始するよう指示があったことを受け「2030年度に向け

た総合物流施策大綱に関する検討会」が設置され、全9回の検討会の会議が開催された

後に提言取りまとめが公表された。 

 当協会は8月に開催された第5回検討会に篠原理事長が出席し、外航海運の視点から

「円滑な国内物流を確保するうえで、国際物流を通じて海外からの物資が安定的に国

内に入ってくることが大前提となる」ことや「これまでの総合物流大綱策定時には無

かった変化として、地政学リスクの高まり等がグローバルサプライチェーンに影響を

与えている」ことを強調した。（【資料1-7-1-1】） 

 また政府における検討会への参加に留まらず、経済界からの要望にも当協会主張が

反映されるよう、日本経済団体連合会 ロジスティクス委員会会合にも継続的に参加

し、外航海運業界が日本の暮らしと経済を支えるサプライチェーンを担い続けられる

よう席上や照会対応で意見陳述を行った。 

 

〇2030年度に向けた総合物流施策大綱に関する検討会提言（国交省HP） 

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001985184.pdf 

 

〇2030年に向けた物流のあり方（日本経済団体連合会HP） 

https://www.keidanren.or.jp/policy/2025/069_honbun.html 

 

 その後、次期総合物流施策大綱は3月31日に閣議決定のうえ公表された。 

〇総合物流施策大綱（2026年度～2030年度） 

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001993236.pdf 

 

なお、外航海運関連では以下記載が盛り込まれている。 

Ⅲ．今後取り組むべき施策 

５：厳しさを増す国際情勢や自然災害等に対応したサプライチェーンの高度化・強靱化 

（１）サプライチェーンの高度化を通じた我が国の物流の国際競争力強化の実現 

③安定的な国際海上輸送の確保に向けた海運の国際競争力強化（P.42） 

我が国の貿易を支える海事産業における人材の確保・育成に向けて、働き方改革や労

働環境改善、デジタル技術の活用、次世代船舶への対応などを推進するとともに、国内

造船需要の促進等も行い、船舶の需要サイドと供給サイドの取組の好循環を創出する。 

具体的には、世界単一市場で厳しい国際競争下にある外航海運業については、日本商

船隊や国内船主の国際競争力強化を通じて、経済安全保障にも資する安定的な海上輸送

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001985184.pdf
https://www.keidanren.or.jp/policy/2025/069_honbun.html
https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001993236.pdf


の確保を図る。また、船舶の供給を通じて我が国の安定的な海上輸送を支える役割を担

う我が国の造船業の再生を図るため、造船能力の抜本的な向上のための取組を進めると

ともに、船舶のサプライチェーンの強靱化等による高品質な船舶の安定供給を確保する

など、海運分野の取組と合わせ、海事産業群全体で国際競争力強化を推進する。 

また、自動運航船については、2030年頃までの本格的な商用運航の実現を目指し、国

際海事機関（IMO）において、国際ルール策定作業を主導する。 

このほか、一部の国における保護主義的措置の強化など昨今の国際情勢も踏まえ、我

が国においては、「海運自由の原則」の下、通商協定の交渉や多国間協力の枠組み等を

通じて、国際海運の障壁是正に取り組む。 

 

Ⅲ．今後取り組むべき施策 

５：厳しさを増す国際情勢や自然災害等に対応したサプライチェーンの高度化・強靱化 

（２）我が国の物流システムにおける経済安全保障やサイバーセキュリティ等の確保 

①経済安全保障やサイバーセキュリティに対応した物流産業の構築（P.45） 

＜前略＞ 

外航海運分野において、引き続き基幹インフラ役務の安定的な提供の確保に関する施

策を推進するとともに、外航海運を取り巻く地政学的リスクについての調査・分析を進

め、経済安全保障の確保に資する所要の措置を検討する。また、海運事業者のサイバー

セキュリティ対応能力の向上を図るため、サイバー対処能力強化法等に基づく所要の措

置を講ずる。造船分野においても、船舶のサプライチェーンの強靱化を推進する。 

＜後略＞ 

 

②不確実性が高まる国際情勢に対応した国際物流ネットワークの多元化・強靱化（P.45

～P.46） 

感染症の流行やロシアによるウクライナ侵略、紅海・アデン湾での船舶攻撃、中東情

勢の緊迫化等に伴いグローバルサプライチェーン全体の脆弱性と供給リスクが顕在化

したことを踏まえ、その多元化と強靱化を進める必要がある。 

＜中略＞ 

このほか、アジアと欧州を結ぶ北東航路及び北極海の北米大陸側を通る北西航路から

なり、「南回り航路」と比較して航行距離を大きく短縮できる北極海航路について、利

用動向等に関する情報収集や産学官の情報共有を図るなど、利活用に向けた環境整備を

進める。 

 

③シーレーンの安全確保（P.46） 

 近年、開発途上国では、地政学的な緊張、海賊やテロの発生等により、平和で安全な

安定した社会が脅かされている。このため、法執行機関の能力強化やテロ・海賊対策等

のシーレーンの安全確保に向けた支援を行う。 

具体的には、我が国の経済活動と国民生活を支える海運サプライチェーン維持に不可

欠な航行の安全を確保するため、引き続き、海賊発生海域における海賊対策や中東地域

における情報収集活動を継続するとともに、シーレーン沿岸国の海上法執行能力の向上

を図るために、海上保安庁モバイルコーポレーションチームを活用し、同盟国・同志国



等と連携した能力向上支援を推進していく。 

また、同盟国・同志国等と連携し、航行・上空飛行の自由や安全の確保、法の支配を

含む普遍的価値に基づく国際的な海洋秩序の維持・発展に向けた取組を進めるととも

に、海洋安全保障にも資する海洋状況把握（Maritime Domain Awareness（MDA））能

力強化に向けた取組を進める。さらに、政府開発援助（Official Development Assistance

（ODA））を通じた海上安保分野の人材育成・人材ネットワーク強化の取組の推進、巡

視船を含む海上安保設備の供与、海上輸送インフラの支援を行う。さらに、シーレーン

沿いの同志国の海洋安全保障上の能力を強化するため、政府安全保障能力強化支援

（Official Security Assistance（OSA））を戦略的に活用する。 

加えて、国際海上輸送網のチョークポイントであり、我が国の経済安全保障上も重要

なマラッカ・シンガポール海峡等における海上輸送の安全確保を図るため、航行援助施

設の更新・維持管理への支援、人材育成等を推進する。 

 

 

 

 

以上 
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1. 外航海運・海事クラスターが果たしている役割

2. 次期総合物流施策大綱に対する外航海運業界からの要望

（1) 国際物流維持に不可欠なシーレーンの安全確保

（2） 国際海上物流を阻害する保護主義的措置への対応

（3） 我が国外航海運の国際競争力強化・海事クラスターの強靭化

（4） 我が国外航海運業の低・脱炭素化促進
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（6） 船員不足対応・海上物流効率化のための海運DXの推進

（7） 我が国港湾の国際競争力強化
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1. 外航海運・海事クラスターが

果たしている役割

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?
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外航海運が果たしている役割

➢ 日本経済と国民生活は海運によって支えられている。

◆ 資源の乏しい我が国の対外依存度は大 ◆ 我が国輸出入の

 ほとんどが海上輸送

◆ 輸出入貨物の約7割を

日本商船隊が輸送

∎ 外航海運は、日本の経済活動と国民生活を支えるとともに、日本の経済安全保障
にも貢献

日本の貿易量に
占める海上輸送
の割合

日本商船隊の
輸送割合

◆ 日本の海運会社は多種多様な

船種で我が国輸送に貢献

COSCO（中）

商船三井

   日本郵船

    MSC（瑞）

Maersk（丁）

Oldendorff（独）

CMA-CGM（仏）

BW（星）

  川崎汽船

（出典）日本海事広報協会Shipping Now 2024-2025および日本船主協会資料

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?


desknet's

5

外航海運が果たしている役割

∎ 外航海運は、日本の経済活動と国民生活を支えるとともに、日本の経済安全保障
にも貢献

➢ 非常時においても物資輸送等で貢献

【非常時等の貢献例】

✓ イラン・イラク戦争：  
我が国政府および油業界の強い要望を受け、戦争中もできる限りの安全対策
の下、中東原油輸送を敢行。（日本関係船12隻が被弾、日本人船員2名が犠牲）

✓ 湾岸戦争：
船主協会会員船社が多国籍軍のための建築資材、生活関連物資輸送に協力。

✓ 東日本大震災： 
震災後、他国の海運会社が日本発着輸送を回避する中、船主協会会員船主は
小名浜向け輸送に従事。

読売新聞（2011年6月8日）

イラン･イラク戦争

湾岸戦争

2001

阪神・淡路大震災

米国同時多発テロ

東日本大震災

新型コロナウイルス感染症

1995 2011 2020～1991
1980～
1988

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?
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海事クラスターが果たしている役割

∎ 海運等で構成される我が国「海事クラスター」は地域経済・雇用、ひいては経済安保に貢献

【幅広い分野で構成される我が国海事クラスター】

【海事クラスターの中核を担う海運・造船・舶用・船員】

✓ 我が国では、海運と造船・舶用・船員が強く結びつき、世界でも稀有な海事産業群（海事クラスター）を
形成しており、日本の海運・造船の国際競争力の源泉となっている。

✓ 海事クラスターは、地域の経済・雇用にも貢献。

【海事クラスターの経済規模】

✓ 産業連関表に基づく2020年の海事クラスターの規模

  生産額11.7兆円（うち、海運は5.5兆円）*1

【参考】電子工業*2：11.5兆円、農林漁業：14.7兆円
（出典）日本海事広報協会Shipping Now 2024-2025

*1：(出典）日本海事センター資料

*2：半導体、コンピュータ、テレビ、オーディオ、産業用ロボット等

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?
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海事クラスターが果たしている役割

∎ 海運等で構成される我が国「海事クラスター」は地域経済・雇用、ひいては経済安保に貢献

【国別保有船腹量】

✓ 米国は、今になって米国海運・造船を再生させようとしている。
我が国の海事クラスターの維持・発展が必要。日本の海運・造船が衰退してしまってからでは遅い。

（出典）国交省「船舶産業の変革実現のための検討会」資料

• 日本の船会社が実質保有する船腹量は世界第3位の規模。

前年に比べ第2位の中国との差が広がっている。

【世界における船舶受注量と国別シェア（契約年ベース）】

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?
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2. 次期総合物流施策大綱に対する
外航海運業界からの要望

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?
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海上交通の要衝・隘路（チョークポイント）

CO

船 港湾

desknet's

（1) 国際物流維持に不可欠なシーレーンの安全確保

∎ 我が国海運がその使命を果たすには、世界の海における航行の自由と安全の確保が大前提

➢ 世界の政情不安により危機に晒される海上輸送

∎ 我が国外航海運業界の対応

➢ 商船はそもそも、武力攻撃から自らを守る術を持たない

ため、危険水域の迂回や航行見合わせ。

➢ スエズ運河が通航困難となり、喜望峰周りになることで、

日本-欧州輸送日数は約1週間延び、輸送コストも増加。

➢ 迂回や航行見合わせにより、サプライチェーンの阻害・コスト増が発生。

∎ 政府への要望

➢ 海運サプライチェーンの維持にシーレーン（チョークポイント）の安定的、かつ安全な

利用は不可欠。民間の努力だけでは成しえないので、紛争時の対応に加え、日頃か

らの二国間・多国間の関係醸成を通じたシーレーンの安定的な安全確保もお願いしたい。

◆ イスラエル・ハマス軍事衝突

→欧州・アジアの主要ルートであるスエズ運河が通航できず。

◆ロシアによるウクライナ侵攻 

→ 穀物海上輸送の要衝である黒海ルートに支障。我が国を含む

世界の穀物供給が阻害。

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?
http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?
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（2） 国際海上物流を阻害する保護主義的措置への対応

∎ 行き過ぎた自国籍船・自国建造船保護は、効率的な国際海上物流を阻害

➢ 米国通商代表部（USTR）通商法301条対抗措置

◆ USTRは、2025年10月14日から以下を主な内容とする措置の実施を発表

✓ 非米国建造の自動車運搬船 (PCC)に対する入港料  （2025年10月14日から船の純トン×14ドルで課徴予定／三国間輸送

含めると、日本船主協会会員各社に課される入港料は年間数百億円に達する見込み）

✓ LNG運搬船の米国籍・同国建造要件  （米国積みLNG輸送に占める米国籍船の割合を2028年：1%から2047年：15%まで

段階的に引上げ。2029年以降は米国建造要件を追加）

✓ 中国建造船を使用する場合の入港料 （2025年10月14日から課徴予定。以降、3年間で段階的に引き上げ／例えば、コンテナ

船（9,000TEU/96,000純トン）の場合、2025年：約170万ドル（約2.5億円）→2028年：約320万ドル（約4.8億円））

∎ 我が国外航海運業界の対応

➢ 政府や国際海運団体（国際海運会議所・アジア船主協会等）と連携し、米国に意見書提出・公聴会での意見陳述等を

通じて制度見直しを働きかけ。

∎ 政府への要望

➢ 米国の対応に変化は見られない。政府による政府間交渉を通じた保護主義的措置の撤廃に向けた働きかけ、

平時からの多国間・二国間の関係醸成等を通じた、公正で自由な競争に係る「海運自由の原則」の確保。

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?
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（3） 我が国外航海運の国際競争力強化・海事クラスターの強靭化

desknet's

➢ 国際航空と異なり、海運は、どの国の海運事業者がどの市場に参入することも自由な

ため、コストを中心とした熾烈な国際競争となっている。

【外航海運のビジネスを左右する「選択」要素】
∎ 外航海運は世界単一市場で熾烈な国際競争を展開

∎ 我が国外航海運業界の対応

➢ 熾烈な国際競争下では、日本籍船より「持ちやすい・使いやすい」パナマ籍船等他国籍船

の活用や、海運税制に優れた国への会社機能の分散等で、他国の海運会社に対抗でき

る競争力を生み出さざるを得ない。

➢ 世界的な地政学リスクが拡大している中、他国籍船と比べ高額な税負担（固資税・登免

税）や独特の保有要件・煩雑な手続きのある日本籍船の抜本見直しや、税制の国際的

なイコールフッティングが不可欠。

➢ 今になって海運・造船の復興を企図する米国の例を見ても、我が国海事産業の

競争力の源泉である海事クラスター強靭化に向けた取組みが必要。

∎ 政府への要望

➢ 日本の海運業が国際競争に生き残り、安全・安定的な国際海上輸送を通じ、我が国経済安保を支え続けられるよう、

他国に劣後する海運税制や、日本籍船制度の更なる改善。

➢ 我が国経済安保の観点から、米国の二の舞にならないよう、海運・造船を含む海事クラスター強靭化
(米国現政権による自国造船・海運衰退の危機感＋振興策⇒自民党「我が国造船業再生のための緊急提言」“「日本の船は、日本で造り、日本で持つ」という

目標を掲げ、国家戦略として、我が国造船業が自律性と優位性を確保しつつ再生するために必要な施策を十分な規模で躊躇なく講じていくべき”）

【日本商船隊の船籍内訳(2023年）】
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（3） 我が国外航海運の国際競争力強化・海事クラスターの強靭化
desknet's

【ご参考】自民党「我が国造船業再生のための緊急提言」（概要）

（出典）自民党HP

http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?
http://ioffice.jsanet.or.jp/scripts/dnet/dnet.exe?


desknet's

13

（3） 我が国外航海運の国際競争力強化・海事クラスターの強靭化
desknet's

【ご参考】主要各国との海運税制比較

国名 特別償却率を含む５年間の償却範囲 買換特例 トン数標準税制の要件 登録免許税OR登録料 固定資産税

日本
69.1%

（特償あり。利用には他国にはない
環境 設備等の要件クリア要）

売却益の80%を
損金算入可能

（あくまで税の繰り延べ。
 利用には他国にはない環境
 設備等の要件クリア要）

【適用上限】450隻
【適用船籍】日本籍船・準日本籍船
【自国籍船増加要件】5年で1.15～1.4倍
【船員確保・訓練要件】適用1隻あたり一定数

1,100万円
（日本だけ
ケタ違いに高い）

1, 144万円
（日本以外
  ほとんどゼロ）

ノルウェー 52.9% （特償なし） ×

【適用上限】なし
【適用船籍】なし
【自国籍船増加要件】なし
（EU/EEA籍船の一定割合維持）
【船員確保・訓練要件】なし

418万円 ー

デンマーク 58.2% （特償あり／特別な要件無）
買換船舶の取得価額を
売却益より控除可（特別な要件無し）

〃 ー ー

ドイツ 68.8% （特償あり／特別な要件無） × 〃 312万円 ー

オランダ 100% （特償あり／特別な要件無）
３年以内の再投資は
非課税（特別な要件無し）

〃 6万円 ー

フランス 80.8% （特償あり／特別な要件無） × 〃 ー ー

イギリス 60.9% （特償あり／特別な要件無）
買換船舶を取得するまで
繰延可（特別な要件無し）

〃
2万円 ー

シンガポール 100%  （特償なしでもこの率）
売却益非課税
（特別な要件無し）

【適用上限】なし
【適用船籍】なし
【自国籍船増加要件】なし
【船員確保・訓練要件】なし

165万円 ー

中国（香港） 76.4% （特償なしでもこの率） 売却益非課税 × 21万円 ー

韓国 63.4% （特償なし） × 〃 87万円 船価の0.3%(減免あり)

*
*

＊10万GT/船価50億円の貨物船で試算
近年、本社、または一部機能を日本から海運税制に優れたシンガポールに移す動きがみられる。

*

（日本海事センター資料等を基に作成）
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（3） 我が国外航海運の国際競争力強化・海事クラスターの強靭化
desknet's

【ご参考】日本商船隊の半数を占めるパナマ籍船と日本籍船の主な要件比較

パ ナ マ 日 本

船員配乗
国際条約（STCW）締結国の船員資格があれば乗れる。（自動承認） STCW条約締結国の船員資格だけでは乗れない。日本独自追加要

件の承認船員制度（講習受講、試験・審査・能力確認クリア）適応要。

舶用品
MED（EU舶用機器指令）、HK（日本舶用検定協会）、USCG（米国沿岸警備隊）、
各国船級協会の承認品であれば使用可

（故障時の緊急交換を除き）原則、HK認定品に限定
※NK、船級、MED等の証明書があり、HK認定品と同じ仕様等の

 適合性が確認できれば、使用可能。

無線検査
船級の指定業者が検査・報告。2～3時間で証書発行までの全ての
手続き完了

総務省認定の日本の無線事業者が訪船してデータ取得の後、総務省
審査を経て検査済証書発行までひと月以上要。

救命無線
設備検査

メーカーまたはメーカー指定業者が行う。 総務省認定の日本の無線事業者から委託を受けた事業者が訪船し
てデータ取得の後、総務省認定事業者経由でデータを総務省に提出
し、総務省審査を経て検査済証書発行までひと月以上要。

武装ガード
国による武装ガード派遣会社の事前審査制度、配乗可能船種の制限
なし。

実際に警備に従事する本人の認証等、武装ガード派遣会社の詳細な
事前審査制度あり。また、配乗可能船種が原油タンカー、石油精製品
輸送船（プロダクトタンカー）、ばら積み船、LPG運搬船、ケミカルタ
ンカーに制限。

証書類 英文。証書および手続きの電子化進展。
更なる証書類の英文化が必要。手続きはより一層の電子化要（まだ
FAX送信が必要な手続きあり）。

窓口・緊急時対応

窓口は海事庁に一本化。世界各地に出先機関があり、24時間対応
可。

舶用機器、船員、無線などの案件毎に担当課が異なっており（縦割り
行政）のため、ワンストップ化されていない。緊急時相談は24時間
受け付けてくれるが、必ずしも対応は24時間対応ではない。
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∎ カーボンニュートラルに向けた取組みは急務。対応が不十分なら熾烈な国際競争から脱落する。

（4） 我が国外航海運業の低・脱炭素化促進

∎ 我が国外航海運業界の対応

➢ IMOの目標設定に先立ち、日本船主協会は、2021年10月に「2050年

GHGネットゼロ」目標を表明。

➢ 会員各社もまずはLNG燃料船や、本格的な新燃料の供給を視野に、二元燃料船の導入を本格化。

また、ゼロエミッション船の早期導入に向け、海運各社は関係業界と連携して研究開発を進めている。

➢ 2023年7月、国際海事機関（IMO）は、「２０5０年頃までのGHG排出ネットゼロ」目標を設定。

∎ 課題

➢ ゼロエミ船は既存燃料船に比べて高価（その時の相場や船の大きさにもよるが、例えばアンモ

ニア燃料船の現状相場観は250億円前後で既存船の4～5倍程度）。ゼロエミ燃料も重油由来の

燃料より高額（3～4倍見込み）。ゼロエミ船は我が国荷主、ひいては日本経済の脱炭素

化に寄与するものであり、多額の導入コストを海運会社の自助努力のみで賄うのは困難。

➢ 新燃料船に対応できる船員の準備、必要な新燃料が給油できる供給網整備も不可欠。

∎ 政府への要望

➢ 国際潮流に取り残されることなく、我が国外航海運が社会と荷主に評価される船の導入が進められるよう、

GX移行債の活用等によるゼロエミ船導入支援、荷主等ステークホルダーの理解促進、ゼロエミ船対応船員

養成支援、新燃料供給網整備支援。

※1：全世界(世界商船約5万隻)では毎年1,000
 ～2,000隻の建造・リプレースが必要と試算。

※2：日本の船会社が運航する船。
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（4） 我が国外航海運業の低・脱炭素化促進
【ご参考】国際海事機関（IMO）における新たなGHG削減対策

（出典）国土交通省
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（4） 我が国外航海運業の低・脱炭素化促進
【ご参考】国際海事機関（IMO）における新たなGHG削減対策

（出典）国土交通省
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（5） 我が国海事産業を支える人材の確保・育成

∎ 我が国少子高齢化傾向と外航日本人船員の推移

➢ 外航日本人船員の推移

∎ 我が国外航海運の対応

➢ 日本郵船・商船三井・川崎汽船と日本船主協会

は、同3 社を中心とする日本の外航海運業界か

ら、（独）海技教育機構に対し、大型練習船の寄

贈を行う方向で、具体的な検討を開始すること

を発表。

➢ 海運認知度向上に向けた活動

➢ 海運会社による外国人船員養成施設の設立・

養成

∎ 課題

➢ 若年層人口の減少、海運の認知度が高くない。

➢ 時代および海運会社ニーズの変化に沿った海事教育、

海事教育機関における教育資源充実の必要性。

∎ 政府への要望

➢ 海運の認知度向上の後押し、時代・ニーズに即した

海事教育と、それに必要な教育資源充実

➢ 外航日本人船員の推移

◆ 日本商船隊の乗組員は推定6万人弱。

ほとんどが外国人で一番多いのが

フィリピン人船員。

◆ 外航日本人船員は

1974年をピークに

減少。
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（出典）2022年5月20日付毎日新聞記事

（出典）
国土交通省資料

（出典）上から順に、
日本郵船、商船三井、
川崎汽船

（6）船員不足対応・海上物流効率化のための海運DXの推進

船陸間通信環境の向上、低軌道周回衛星
通信（スターリンク）の導入実現等

デジタル技術を活用した安全運航の強
化・効率化への取り組み

自律・自動運航への取り組み

∎ 我が国外航海運業界の対応

∎ 課題

➢ DX推進には高額な設備投資等のリソースが必要。個社毎では対応可能な企業も限られ、また、各種リソースの活用

や、連携範囲に限界あり。

➢ DXオートメーション補助金により造船・舶用事業者向け補助金がある一方、海運事業者向け補助金は無し。

∎ 政府への要望

➢ 研究開発・普及促進に向け、更なる産官学連携や、業界横断的な連携、投資しやすい環境整備の後押し。

∎ 海運DXは、海上物流の効率化のみならず、海上労働環境の改善、ひいては海事人材確保
にも効果的。
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（７） 我が国港湾の国際競争力の強化

∎ 我が国港湾の国際競争力強化は、我が国を拠点として活動する我が国海運の国際競争力強化
に直結。サイバーポートの更なる活用等による貿易DXや、荷役効率化に資する港湾DXの推
進、港湾ユーザーや荷主のニーズも踏まえたカーボンニュートラルポートの形成促進が急務。

様々な連携の高度化・深度化により、我が国
港湾手続きの更なる効率化進展を期待。

カーボンニュートラル化進展により、
サプライチェーン全体の脱炭素化に寄与。
荷主等に選ばれる港へ。

荷役機器等へのDX活用により、
更なる荷役効率化へ。

（図の出典）国土交通省港湾局資料
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（７） 我が国港湾の国際競争力の強化

∎ 課題

➢ 他国港湾の実情を踏まえ、取り残されないよう進める必要性

➢ 日本が世界のハブ港と連携し、国際トランシップ貨物が取り込めるよう他国港湾との互換性が重要

∎ 政府への要望

➢ 荷主等に選ばれる港となるよう、スピード感を持った整備と海運会社等によるシステム等対応にあたっての後押し

➢ 港湾への新燃料供給網整備

∎ 港湾都市ランキング6回連続で世界第1位のシンガポールと我が国の現状を比較

項目 シンガポール港 日本の主要港

港湾自動化と
デジタル化

AI管理・自動運転技術
による24時間体制の
稼働

一部自動化しているが、
人力による作業が大半

新燃料供給体制 LNG・水素・アンモニア
等複数燃料供給可能

実証・限定供給か一部構
想段階

運営効率 政府の強力なリーダー
シップのもと、一貫し
た戦略と投資を実施

地方自治体による管理
で、ターミナルごとに複
数事業者による運営

結果

コンテナ取扱量は東京港の

8倍以上

0

1000

2000

3000

4000

シンガポール港 東京港

（年）

単位：万TEU
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